
2022年度のカーボンニュートラリティレポート（エグゼクティブサマリー）

ヤマト運輸株式会社は宅配便3商品（宅急便・宅急便コンパクト・EAZY）のカーボンニュートラリティに

ついて2022年4月より実現させます。BSIグループジャパン株式会社の検証のもと、ISO 14068-1:2023

に従って2023年3月31日にカーボンニュートラリティを達成し、長期目標年度である2050年度までに

維持することを表明します。

2022年度のカーボンニュートラリティレポート、及び2024年１月29日発行の検証意見書はホームページ

（https://www.kuronekoyamato.co.jp/ytc/corp/csr/takkyubin_carbonneutrality/verification2023.pdf）

にて確認できます。

以下にてレポートの内容を要約しています。

【宣言対象について】
宅配便３商品は、ヤマト運輸株式会社の収益及びヤマトグループの事業活動全体の排出量の約8割に相当しま

す。

製品のカーボンフットプリント算定に使用されるISO 14067:2018及びISO 14040:2006に沿って、商品の

提供に関わるライフサイクルステージより算定し、重要な温室効果ガス排出量をすべて網羅しています。実数値

の把握及び算定が困難な項目のみカットオフし、2次データの活用による算定結果への影響も少ないことを確

認・評価しています。

【カーボンニュートラリティ軌道及びマネジメントプランについて】
ヤマト運輸株式会社は以下のカーボンニュートラリティ軌道に沿って、削減、除去及びオフセットの繰り返しを

通じてカーボンニュートラリティの達成及び維持してまいります。徐々に削減及び除去効果を高め、オフセット量

を減少させていく方針です。2021年度を基準年とし、原単位の排出量は1.36kg CO2e/個です。2050年度で

は残余排出量のみ残ることとし、その全量を除去活動及び除去系カーボンクレジットの使用を通じてネットゼロ

の実現を目指します。

カーボンニュートラリティ軌道及び目標の実現に向けて、カーボンニュートラリティマネジメントプランを策定し、

以下の重点施策を通じて排出量を削減してまいります。

１．EV導入 

２．再生可能エネルギーの活用拡大

３．省エネルギーの推進

４．ドライアイス使用の削減

上記に加え、低炭素輸送/事業所の構築に向けて、低炭素技術導入及び運用効率化を推進するための施策も

推進してまいります。また、2030年より除去施策を導入する予定です。






